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研究成果の概要（和文）：本研究では、若年層の農村女性による起業やその継承を、個人、組織、地域という3
つの視点から実証的に分析を行った。その際、若年層の農村女性に移住者も含めて検討した。その結果、農業女
子プロジェクトへの参加を通じて、若年層農村女性が6次産業化への意欲や関心を強めていること、活動を継
続・継承したことで、地域への貢献意欲が醸成されたこと、若年層農村女性の育成の初期段階では、同世代との
交流が不可欠であり、普及組織の支援が重要であること等が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This research analyzed empirically the entrepreneurship and succession by 
young rural women from three perspectives of individuals, organizations, and rural area. As a 
result, the following points were clarified. (1)Through participation in the “agricultural girls' 
project”, young rural women are strengthening their motivation and interest in the “sixth 
industrialization”, (2) the willingness to contribute to the rural area has been fostered by 
continuing and inheriting activities, (3) In the early stages of fostering young rural women, it is 
essential to interact with women of the same generation, and support of extension services is 
important.

研究分野：農業経済学、農村社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
近年の農村の活性化策として最も注目を
浴びているのは、農業の「6 次産業化」であ
る。農村女性起業は、1970 年代以降の農産
物自給運動がその起源であり、地域資源を有
効に活用しながら現在まで取り組んでいる。
すなわち、農村女性起業やその担い手の農村
女性は、6 次産業化の牽引役であるといって
も過言ではない。 
現在、農村女性起業は、全国で約 10,000
件を数えている。農村女性起業が活動当初目
的としていた女性自身の課題解決や自立と
いうだけではなく、社会的諸課題の解決や地
域貢献に根ざした活動を行う、すなわち、「社
会的企業」と呼べるような活動を担う事例が
徐々にではあるが見られるようになってき
た(西山 2012、澤野 2012)。 
その一方、近年、農村女性起業の課題とし
て、高齢化・世代交代が指摘されている。ま
た依然として、農村女性起業の約 6割は、年
間の売り上げが 300万円未満である。農村女
性起業は、経済的に一定程度収入源とならな
ければ、女性の自己実現を果たすことさえも
難しく、活動としての継続性も危ぶまれる(澤
野 2012、澤野 2014)。女性のエンパワメント
の観点からみても、農村女性の社会参画など
に女性起業が大きく寄与していることから
も、これらの起業活動の継続性については十
分に議論されなければならない。 
しかし、そもそも、今後の農村女性起業や
地域農業等の担い手として想定されている
若い女性の農業離れ(市田 2011)が深刻化し
ていることから、若年の農村女性を対象とし
た研究が重要になってきているが、研究とし
てはほとんど取り組まれていないのが実態
である。 
また、農村女性起業の先進的あるいは成功
事例といわれる高年層の女性起業活動の背
景には、行政等の強力な支援や指導があった。
しかし、大内・原(2012)等でも指摘される通
り、女性の場合、世代によって、ライフコー
スや農業との関わり方、普及制度のあり方が
大きく異なっていると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 
上記のような学術的背景に加えて、小田切
（2014）等が指摘するように、近年、田園回
帰の動きがみられるようになってきており、
そこでは、30代女性の農村への移住という新
しい動きも見られるようになっている。 
そこで、移住女性も含めて、若年層の農村
女性を捉えることとし、若年層の農村女性に
よる起業活動等の取り組みを、個人、起業組
織、地域という 3つの視点から実証的に分析
する。起業や継承の実態やそこでの課題、地
域へのインパクト、若年農村女性へのエンパ
ワメント等を解明する。 
 

３．研究の方法 
 
 本研究では、起業等をしている若年層農村
女性本人の起業活動等に対する意識、起業組
織の経済的・経営的分析、地域への影響等を、
現地調査から明らかにする。 
 
４．研究成果 
 実態調査から以下のような知見を得るこ
とができた。 
(1)若年層農村女性による起業や起業に関す
る経営継承 
 ①若年層女性は、国あるいは都道府県で実
施している農業女子プロジェクトへの参加
を通じて6次産業化への意欲や関心を一層強
め、それを契機として起業しているケースも
見られた。若年層女性のネットワーク構築等
にも農業女子プロジェクト等の活動が寄与
している。また、行政側から、それらの活動
に参加している女性農業者に対して、6 次産
業化等に関するプロジェクトへの参加依頼
等も見られるようになっており、社会参画を
促進する契機となっている。 
 ②起業希望があるにも関わらず、起業でき
ていない若年層女性に対して、農業経営の状
況やワークライフバランスなどに関するヒ
アリング調査を実施した。その結果、子育て
の状況や、農業経営の展開状況を鑑みて、起
業することが困難であること等を把握した。
この点は、高年層世代が起業する際にも問題
になっていた点とも共通しており、依然とし
て、女性が起業する上での課題として残され
ていることが明らかとなった。 
③農産加工に取り組む農村女性起業にお
ける加工技術等の継承については、高年層の
世代は、生活改善グループの活動などを通じ
て技術・技能習得を果たしていたが、現在は、
後継世代に向けて、それぞれの農産加工品に
関する加工技術のマニュアルを作成しなが
ら、加工技術の指導を行い、後継者世代に技
術を継承しようと試みていた。ただし、参加
者の確保は難航しており、組織として、雇用
に向けた体制の強化、見直し・改善等を図る
必要があること等が明らかとなった。 
④親と共に農家民宿を開始した事例では、
数年前に経営継承が行われており、そのプロ
セスとともに、現在では、高齢者福祉に関わ
る取り組みにまで展開しようとしているこ
とが調査から確認できた。当事例では、現在
の民宿経営主は、開業当初は地域への貢献は
考えておらず、首都圏向けの対応やインバウ
ンドといった、主に地域外に対して意識が向
いていたが、農家民宿経営を継続していくう
ちに、地域の維持・活性化や地域住民の生き
がいづくり等に関する意識を持つようにな
り、同様の意識を持つ地域内の人物とのネッ
トワークが構築され、地域に対する貢献意欲
も醸成されていったこと等が明らかとなっ
た。 
(2)家族農業経営における女性の役割や意識 



起業に取り組む若年層女性に関する研究
との比較で、農業生産に関わる女性の意識や
キャリア形成を分析することが重要である
ことから、家族農業経営における女性の役割
や意識について検討した。女性農業者のライ
フヒストリー、農業や農業経験等の獲得方法、
農業経営内部での女性の役割を見ながら、若
年層女性農業者のキャリア形成プロセスの
実態を把握した。その結果、明らかとなった
のは、以下の 4点である。 
①高年層世代の場合には、特に婚姻を通じ
て就農した場合には、農業に対する知識や経
験が不足していること等から、就農当初から
農業生産に対するモチベーションを有して
いるケースは少ないと考えられる。その一方
で、今回調査した事例の女性たちは、農業に
対する意欲や関心が高く、自身の選択による
活動が多く見られた。つまり、高年層世代に
概してみられている婚姻を契機とした受動
的な理由による就農ではなく、壮年前期世代
の女性農業者の場合には、主体的な選択によ
る就農という側面が強くなっていると思わ
れ、職としての農業に対する肯定感が顕著に
なっている。 
②女性自身が長所を認識し、それを活かす
方向に向かうことで、積極的に農業経営内部
で役割分担を行うようになっている。ただし、
例えば、加工や販売などについては、女性の
労働を固定化し、固定的な性別役割分担と意
識構造が変化していない可能性もあること
から、今後も注意を払う必要があると考えら
れる。 
③農業経営内部で女性をパートナー候補
として配偶者や家族が早期から認識してい
る。その背景には、6 次産業化に代表される
ような多角化が進展していることで、カバー
しなければならない領域が従来以上に拡大
していることから、パートナーとしての女性
の視点を有効活用していくことが求められ
ていることが明らかになった。 
④市町村レベルや県レベルでの同じよう
な意識を持つ女性農業者や支援者となりう
る異業者とのネットワーク構築を進めてい
る。その際、農業経営内部での役割分担状況
にも応じてネットワークの内容を選択して
いる。 
(3)雇用就農女性のキャリア形成や就業意識 
上記の(2)との比較も念頭に置き、農業法
人に就農した女性のキャリア形成や就業意
識について、ヒアリング調査を行い、以下の
点が明らかになった。 
 ①農業法人に就農している若年層女性は、
生産に対して強い意識を持っており、それに
答えてくれる環境としてそれぞれの職場を
捉えている。これらの点から、自己実現や自
己承認欲求を満たせる場として農業法人を
認識している。特に、調査対象の若年層女性
たちは、生産物に対する消費者の高評価がモ
チベーションに繋がっていた。また、性別を
問わずに仕事を任されることも雇用就農女

性によって、就業における重要な動機付けと
なっていた。 
 ②若年層女性を雇用する上での課題とし
ては、女性に対するワークライフバランスを
含めた多様なキャリアパスの提示があげら
れる。起業したいと考えているが断念した女
性の事例でも見られたように、雇用就農して
いる女性の場合も、結婚・出産・子育て等の
ライフイベントにどのように対応していけ
るかが課題となる。 
(4)若年層農村女性に対する行政の支援 
 若年層農村女性への行政の支援策の1つに
ネットワーク組織への支援がある。群馬県で
の次世代女性リーダー育成支援として取り
組まれているネットワーク組織の支援に関
して、ヒアリング調査を実施し、以下の点が
明らかとなった。 
①調査事例では、次世代女性リーダー育成
を目的として、若手女性農業者を対象とした
セミナーを開催し、その実績を積み重ねて、
ネットワーク組織の形成につなげていき、ネ
ットワーク活動として、ブランド化にも取り
組むようになった。活動を通じて、女性のエ
ンパワメントにも寄与しており、6 次産業化
への取り組み、農業女子プロジェクトや県の
農業塾への参加等、活動の幅を広げることに
寄与している。若年層女性農業者の育成に関
して、初期の段階には、同世代との交流が重
要であることが示唆された。また、高年層女
性における生活改善グループ等での学習活
動等に代替するものとして、ネットワーク組
織が機能していることも示唆された。 
 ②特に若い世代では、近隣に同世代の女性
農業者が存在することがあまり多くないこ
とから、女性農業者同士の仲介役としての普
及指導員の役割は大きいといえる。また、活
動に対する家族の理解を得る上でも、普及指
導員の役割はいまもなお大きいと考えられ、
この点は、高年層女性の場合と類似している
点が見られた。ただし、若年層の女性農業者
に対する支援状況は、各県の取組状況に差が
あると考えられ、今後の研究課題として残さ
れている。 
(5)農村女性起業に関する日独比較 
 ドイツ・ニーダーザクセン州を事例として、
農村女性起業に関する調査を実施した。調査
対象事例は、カフェ、レストラン、農家民宿
である。ドイツにおける農村女性起業の実態、
起業活動に取り組む経緯、原料調達の方法、
地域との関係等に関して、知見を得ることが
でき、日本の実態との比較を行った。ドイツ
における農村女性起業等に関する現地調査
に基づく成果の整理は現在行っており、未発
表の部分が多いが、今後、論文等で研究成果
を発表していく予定である。 
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